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（万世帯） 専業主婦世帯と共働き世帯の推移 

（備考） 
１．平成１３年までは総務省「労働力調査特別調査」、平成１４年以降は「労働力調査 
  （詳細結果）」（年平均）より作成。 
２．「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者 
  （非労働力人口及び完全失業者）の世帯。 
３．「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 
４．「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細結果）」とでは、調査方法、調査月などが相違す 
  ることから、時系列比較には注意を要する。 

女性の年齢階級別就業率の国際比較(2009) 
 

雇用者の共働き世帯 

男性雇用者と無業の妻からなる世帯 

（歳） 

（資料出所）：OECD Database “Labour Force Statistics” 
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○ 「新成長戦略」において、２０２０年（平成３２年）までに２５歳から４４歳までの女性の就業率を７３％とする目標が 
   定められている（２００９年（平成２１年）６６％）。 
○ 従来は、共働き世帯は少なかったが、平成9年以降、専業主婦世帯数を上回り、その後も増加を続けている。 
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就業調整の有無 

（資料出所）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成22年） 

パートタイム労働者の就業調整の有無及び就業調整をしている理由 
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○ パートタイム労働者のうち、「就業調整をしている」者の割合は25.0%となっている。 
○ その理由（複数回答）として「一定額を超えると配偶者の税制上の配偶者控除が無くなり、配偶者特別控除が少 
  なくなるから」とする者の割合は26.5%となっている。 
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